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昭和34～5年 頃か ら 「文科系国立大学を私立大学に任せ」 「私立学校法を再検討せよ」

「国公私立の財政的一本化を」等と,わ が国の私学関係団が私学問題を中心に慎重な論議

を重ねてきたが,そ の後 も毎年の 行事のように私学授業料値上げ 問題を巡 って 紛争続発

し,し かも今や私学費値上げはその限界にあるといわれ る。昭和43年8月 現在,全 国の学

園紛争は,学 寮 ・学館 ・施設獲得や統合移転問題,研 修 ・教授人事 ・処分撤回問題,学 園

民主化 ・自衛官導入問題,そ の他を含めて,国 公立大学35校,私 立大学16校,計51校 の多

きに達すると報道され る。学生運動を中心とする学園争動は,特 に第二次大戦後に激化 し

て きた世界的傾向のようであるが,わ が国の場合,特 にこれ ら学園紛争の一誘発因を私学

授業料値上げに対する学生闘争の意識や行動力並びに習慣性の ドミノ理論式な国公立大学

への紛糾蔓延 と,見 方によってはいえないだろうか。 この分析をもってすれば,学 園紛争

の解決のキー ・ポイン トの有力な一つは,私 学経費問題の解消にあるとの理論も成立する

であろう。

凡そ,私 学問題は本質的には近代国家の文教政策の成立 とともに発生 している。本来,

私事的な教育を国家公共団体が一方で自己の任務 とし,他 面特定の有志団体の自主的運営

の教育をいかに振興援助すべきかの,国 家政府のあり方に由来す る根本的な悶題なのであ

る。今や教育は私 事ではな く全国民の自由権並びに社会権の問題 とされ るが,現 時は私学

も公共的機関として,す べて諸法令の適用を うけて設置 ・経営管理 され る点で国公立と何

ら異 らない。国は行政面 ・教育制度上で私学を国公立 と同扱いしなが ら,財 政 面において

のみ私学の自主性を理由にその独立採算制を強行するのは,「 教育の機会均等原則」の実

現上,明 白な片手落ちである。

わが国伝統とされる官尊民卑の弊風,学 校財政の谷間 といわれる公立大学,私 学の過重

な学費等にみる国公私間の諸点の格差の逐年増大の傾向にある学園問題の現在の批判の焦

点は,特 に 私学通学f弟 をもつ父兄の教育費面での完全二重三重負担(国 税,府 県市民

税,私 学納付金)は,憲 法等に保障する 「教育機会均等主義」の完壁な離反,私 立学校法

第59条 の不履行その ものでないかとい う疑問である。所詮 は,わ が国の行政的貧困 ・矛盾
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の表明に外ならないが,私 学問題は今や私学にのみ任せてお くべ きものではな く,全 国民

の論議の対象 とすべき問題 国の行政 ・文教行政全体の問題として真剣に検討され るべ き

課題である。

これをこのまま放置 してゆ くことは,私 学教育目的達成上の重大危機だとして,私 学協

会 も諸施策を講じ,文 教行政の府へも諸要請の実現推進を強力 に働きかけつつあるが,本

論は この問題を中心 とす る 「わが国学制の革命的大変革への一私案」をもってアプローチ

せんとす るもの,研 究(学 習)と 教育のための学園の制度上,必 要な一つの外科的手術を

提供せんとす るものなのである。

1.わ が国私立学校の発達 と現状

本来,教 育は私事的なものであるが,学 校教育の渕源 も洋の東西,時 代のずれを問わ

ず,一 様に私塾的なものであり,い ずれ も特定の個人 ・特志家や宗教団体の設立が根基 と

なり,あ るいは国王の認可となり,漸 く近代にいたって国家や都市の義務として設置す る

国立 ・公立の学校への発展を示 している。即ち,私 立学校の発生 とその形体 ・種類 ・経営

の意図等を結びつけて類別するに,次 の四種 となるようである。

① 有志者が特定の教育愛的意図をもって家塾的教育を開始 し,あ るいは,一 般庶民の

読書算`3Rs'的 日常生活上の知識 ・技術を目指 したもの(PlatonのAkad6meiaやPes-

talozziのYverdonの 教育事業は前者であり,16～7世 紀のイギ リスのdameschoo1,わ

が国江戸期の寺子屋などは後者である)

② 宗教的教義の布教 と救済を目的としなが ら教育を企図す るもの(い わゆる宗教学校

で宗教団体 ・寺院 ・教会等の設営す るもの)

③ 国公立学校の補助的役割を果す目的で私人の設営するもの(わ が国の大正～昭和の

入学難時代,国 公立学校 に収容できない為に,各 地に設立せ られた私立の中等 ・専門の教

育機関など)

④ 国公立学校教育の企てえない独 自な経営 ・教育を理想 として設立の もの,で ある。

わが国の場合も,聖 徳太子の法隆学問寺,南 渕請安の私塾等を濫膓 とし,奈 良 ・平安期

も,都 の大学,地 方の国学よりも,あ る意味では私的な氏の曹司(藤 原氏の勧学院等)や

僧空海設立の綜芸種智院が著名であり,鎌 倉～室町期の金沢文庫 ・足利学校の私的性格は

い うまでもな く,江 戸期の幕府直営の昌平蟹や各藩立の幾多の藩校 もある意味で私学であ

った。

明治維新政府は,近 代国家的体制整備のため公的学校制度の確立につとめ,フ ランス式

学制の理想を実現せんとしたが,結 局は初等教育の整備に追われたのみで,そ れも維新前

か ら存在の多 くの寺子屋 ・漢学塾(小 学校私塾等)が 依然 として主要機関であり(1),ま し

て中等教育にまで着手 しえず,こ こに明治初年の中等教育を担当したのが,各 種の洋学塾

・漢学塾などの私塾であった。個人設営で著名なのが,福 沢諭吉の慶応義塾(1858年 蘭学

塾を開 き,1868年 移転 して`慶 応義塾'と 名づけた),近 藤真琴の攻玉舎(1863年`攻 玉塾'

として設立,蘭 学 ・洋算 ・航海術を教授,1869年 攻玉舎 と改名),中 村正直の同人社(1873

年),新 島裏の同志社(1875年),大 隈重信の東京専門学校(1882年)等 である。又,特 定

の宗教的教義にもとついて設置の私立学校も早 く明治初年に,キ リス ト教による同志社 ・

青山学院(1879年),明 治学院 ・東北学院 ・関西学院(1886年)t神 道による皇典講究所
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(1882年),仏 教 による真宗大学寮(1882年,大 谷大学の前身),大 学林(1888年,竜 谷大

学の前身)等 の著名なものが発生 した。 しかし,私 立学校の経営 あるいは程度 ・規模 ・内

容等 において区々な上に,そ の責任帰属が不明確な状態にあり,漸 く1899年,そ の監督

法規 として 「私立学校令」の公布を見 るにいたり,地 方長官の監督下におかれるにいたっ

た。

その後,わ が国の産業革命期(1890-1910年 代)に は,私 立学校は中等 ・高等教育の面

で官公立学校 と並んで顕著な発達を とげた。即 ち,1903年 「専門学校令」公布 され,更 に

1918年 の 「大学令」は官立の外に公立並びに私立 の大学を認めたため,こ れを起点として

近代的な私立大学が陸続 として 設置され発展 してきた。1900年 の津田梅子の 「女子英学

塾」の開設,成 瀬仁蔵の 「日本女子大学」(1901年)の 設立,私 立東京専 門学校を 「早稲

田大学」(1902年)に,私 立明治法律学校を 「明治大学」 に,私 立和仏法律学校を 「法政

大学 に,私 立 日本法律学校 を 「日本大学」 に(い ずれ も1903年 改称),1905年 には私立関

西法律学校を 「関西大学」に,私 立東京法学院大学を 「中央大学」に改称,1906年 私立国

学院を 「国学院大学」に,私 立哲学館大学を 「東洋大学」 に改称 など,枚 挙 にいとまな く

発展を示 し,旧 制大学令 による著名私立大学は殆んどこの期に急増するのである。

あるいは又,大 正期 にはいわゆる 「新教育運動」 と結びつき,私 学の 自主性に立 った異

色的小学校 として,西 山哲次の帝国小学校 ・中村春二の成瞑学園(と もに1912年 の創設)

につづいて河野清丸の日本女子大学附属豊明小学校(1903年),沢 柳政太郎 ・小原国芳等

の成城小学校(1916年),1921年 羽仁 もと子の 自由学園,1924年 野口援太郎の児童の村小

学校並びに赤井米吉の明星学園,1929年 には成城 と分れた小原国芳の玉川学園等の誕生が

著名である。 これ ら私立小学校は,そ れが新教育の実験学校 あるいは受験学校 として,資

本主義体制下のブルジヨア階級の支持のもとに,設 立者独特な宣伝力 と経営振 りで不朽の

名声を博 して行 ったといわれ るにして も,明 治後期の官公立小学校 において新主張や新教

育方法が展開せ られて も,そ の大胆な実践的試みは,む しろ私学の創設 ・経営による外は

ないとの理念に出てたものであることは明白である。 「理想の私立学校」をモ ッ トーとし

た沢柳政太郎の成城小学校の設立趣意書の冒頭に,「 わが国の小学教育が維新後50年 の歳

月 にわたって外観は一応完壁に近い進歩を遂げたが,し かし今やそれは煩填な形式に囚わ

れ,教 育の生 き生 きした精神をはなれてその形式は固定化 している。 この硬化した形式を

打ち砕いて,生 きた教育を再建 しな くてはならない。たまたま時代はあ らゆる面において

革新を要望 している。われわれも微力を尽 して,教 育革新のために新 しい努力を試みるた

あに成城小学校を創設 した」 とい う意味の前書 きをし,① 個性尊重の教育一能率の高い教

育,② 自然と親 しむ教育一剛健不擁の意志教育,③ 心情の教育一鑑賞の教育,④ 科学研究

を基 とす る教育,の 四新教育 目標を掲げて,定 型的な教育に反逆 したのは余 りにも有名で

ある。

と くに,大 正中期以後第二次大戦前頃までには,中 等学校の増加の著 しさが 「年次毎の

私立学校創立数」(私 学年鑑,昭 和26年 版,私 立学校一覧表より集計)に よって認め られ

る。い うまでもな く国民経済の発展に伴い,中 等教育志望者数の激増にも拘わ らず,国 公

立の全施設では収容 しきれないので,こ こに明白な官公立教育の補助的役割を果 しつつ,

独 自な教育理念を実現せん とする私立中等教育機関が急増の姿を呈 したのであり,第 二次

大戦後 も小 ・中 ・高 ・大あるいは短大 ・高専等の各段階で同様傾向を益々増大 し,私 学の

国公立中に占める位置は蔑すべか らざるものとなっているのである。現在の私立学校数は
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下表の通 りで,小 ・中学校の義務教育機関は数多 くないが,そ れでも大都市では可なりの

割合で私立に依存 している実状であり,高 等学校では学校数で全体 の約↓4,生 徒数で約3

割を,幼 稚園数並びに園児数 と大学数及び学生数ではそれぞれ全体の約7割 を,短 期大学

と各種学校では圧倒的多数を私学が占め,義 務教育以外はわが国でも私学中心 ・万能 の数

量事情であることは,今 や周知の事実である。この事実は,わ が国の国家社会 ・文化の盛

衰が私学の振不振 にかかわるというも過言でないことを物語 ってい るのである。②

わ が 国 の 私 立 学 校 の 学 校 数(昭 和42年)

区 分 悸 数(A)1私
立(B)t比 重(B/A)

高
等
教
育
段
階

初
等
中
等
教
育
段
階

{
大 学

短 期 大 学

高 等 専 門 学 校

小

高

中

小

幼

学

学

学

稚

等

計

校

校

校

園

特 殊教 育 諸 学 校

小 計

369校

452

54

875

4,827

11,683

25,486

・..

374

51,958

256校

387

7

650

i>ais

605

160

6,109

14

8,106

69.4°0

85.6

13.0

74.3

25.2

5.2

0.6

63.7

3.7

15.6

(3)

2.私 立学校の 自主性 ・秀越性

凡そ,教 育はその本質上,統 制や強制の下では健全な発展を示さないことは,教 育学上

の定説である。その意味で,特 に大正期 に私学が,そ れぞれ自主独創性のある教育を主張

し独自の使命を果 さんとして勇敢に実践 し,か え って官公立学校に比肩して秀越 した存在

価値を発揮 しえたと思考 される。

明治初期でも,私 学は決 して軽んぜ られてはいなか った。即ち,行 政 ・軍事 ・産業 ・学

問等の諸分野でエ リー ト的人材養成 ・獲得を必要とした明治期には,そ れがわずかな国立

大学では満しえず,新 しい教育への民衆的要求が幾多先覚の指導下 に結実 される私学(私

塾)の 官学を抜 く勢力と教育力に侯つ外はなかったのである。まず,明 治初年の有名私学

一 慶応義塾(創 立安政5年 ,323名),攻 玉舎(文 久3年 創立の私塾,明 治6年14才 以下

の生徒収容の幼年讐,同8年 航海測量習練所を設 け,同12年 に商船蟹 と改称,更 に陸地測

量習練所を設 け,こ れ ら全部を総称 した名称 が攻玉舎,30～40名),共 立学舎(明 治3年,

尺振八の設立,811名),三 沢学舎(明 治3年106名),鳴 門塾(明 治5年,141名),同 人社

(明治6年 中村正直の設立,100名),(い ずれ も()内 の生徒数は明治7年 頃 とされる)

等が続々と誕生 し,明 治7年 これ ら外国語等の専門私学が,官 立9校,公 立8校 に対 して

74校(翌8年 には86校)に も達 したとされる。次に大正期でも,帝 国大学令(大 正8年)の

新制による帝国大学(数 個の学部を綜合し,大 学院をお くもの)は,大 正末に東京 ・京都

・東北 ・九州 ・北海道 ・京城の6校 のみ,大 学令(大 正7年)の 新制による大学(一 学部

の単科大学をも認め,官 立の外に公立及び私立の設立をも許可したもの)は,大 正末では

官立6校,公 立4校 に対 し,私 立は実に22校 に達 していた状態であった。この際私立大学
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の監督 ・認可権はもちろん文部大臣にあり,私 学は申請条件として50万 円(1学 部を増す

ごとに10万 円増)を 政府に供托することによって官立大学 と同資格待遇を認められたが,

それでも,昭 和9年 頃には,官 公立大学数合 して20校,学 生数の比率38°0に対 し,私 立大

学数25校,学 生数比率62°o,私 大中のxs校 は東京,4校 が京都,大 阪 ・兵庫 ・和歌山各々

1校,と 極あて盛況を示 した。あるいは,昭 和2～3年 頃か ら,私 立専門学校の発達が特

に顕著で,昭 和16年 には官公私立計147校 中,私 立が108校 を占め,こ とに社会情勢の反映

もあり私立女子専門学校が大iE末 か ら昭和 にわたり44校 にも及ぶ発展ぶ りであった。(4)

前記のように,有 名私立小学校 も明治初年か ら発足 していた。最も代表的なものに,明

治7年 福沢諭吉創設の慶応義塾幼稚舎,明 治36年 成瀬仁蔵創設の日本女子大学豊明小学校

等が,各 既設の高等教育機関付設 として存在 したが,こ れ らと異質な個人独力 による単独

小学校としての,中 村春二の成践小学校や西山哲治の帝国小学校が,他 の官公立小学校 と

は自主的独創的な存在 として明治4～5年 に登場 し,更 に大正期には明治年間の,ほ ぼ軌

道にのり整頓 した半面,定 式化 ・沈滞化しかけた官公立小学校に対 して,自 由思潮の下で

新教育を標榜す る私立の実験学校ないしはモデル ・スクールとして,沢 柳政太郎の成城小

学校(大 正6年),野 口援太郎等の児童の村小学校(大 正13年),赤 井米吉の明星学園小学

校(同 年),手 塚岸衛の自由ケ丘学園小学校(同 年頃),成 城 とわかれた小原囲芳の玉川学
　 　 　 　 　 　 コ

園(昭 和4年)等 々が膨濟として起 り,「 これ ら私立小学校教員が当時の師範 ・高等師範

学校訓導等以上に,行 き詰 った教育に活路を示 して,教 育界か らは勿論,一 般社会か らも
..

高 く評価せ られた」 ものである。

あるいは,明 治～大正への年間,私 立の中学校 ・高等女学校 として,自 己の教育的理想

・信念か ら学校設立 し
,そ の主義方針下に,経 営難 に喘ぎつつも生涯を 育英事業 に捧げ

・f・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

た,け なげな大校長が数多 く存在 した。大正初年の 日本中学校の杉浦重剛,攻 玉舎中学校

長の近藤基樹,荏 原中学校長寺田勇吉,麻 布中学校長江原素六,東 山中学校長大村桂巌,

三田巾学校長小寺謙吉,樟 蔭高等女学校長伊賀駒吉郎,調 布高等女学校長川村理助等々,

枚挙にいとまがない。これ らの巾には,師 範学校や公立中学校の校長として活躍後,い わ

ゆる功成 り名遂げた者も少 くないが,逆 に官公立学校長中には,帝 大卒 ・高師出身という

のみで鰻上 りに昇進する校長のいたのに対 し,私 立学校長巾には人格 ・識見 ・経営力等い

ずれにも秀越し,多 年,種 々の苦難に堪えて専心教育に尽粋 し,社 会の各方面に有為な人

材を多数輩出した一流の教育者 ・斯界の功労者が数少 くはなかった。 もっとも,私 学校の

増加と共に,中 には単なる学校企業家 として蟄遷を世にか ったものもあった し,又,官 公

立学校 に比肩 してその施設 ・設備等において,今 日以上 に極端 に劣悪なものがあったり,

更 には官尊民卑の一般社会的風潮に由来 して,官 公立 に入学 しえない劣等生の収容所 に甘

ん じねばな らぬ ものもあったことは否定できない。

要するに,私 学の秀越性 はその自主独異性 と結びついて教育界 に,数 量 ・実質両面で官

公立 に比肩 して損色を示すものではなか った。現今 といえども,い わゆ る科学の発展やイ

ノーベイシヨンとい う世界的動向中にあって,社 会の科学技術者の要求に応えんとす る文

部省の理工科系学生定員 も,国 立よりも私立が上回 り,し かもその トータルをもって して

も科学技術関係卒業者の不足か ら,さ らに増員養成を仰がねばならぬ状態にあるという。

あ るいは,本 年度の文部省調査 によれば,短 大卒女r学 生の就職決定率が93.2%で あり,

その大半がが第三次産業界の卸売 ・小売業,金 融,保 険業,通 信 ・運輸業,教 育 ・学校な

どへの圧倒的進出ぶ りであるとい う。 これ も最近の大学進学熱の高まりか ら,短 大生の高
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校生代替振 りを示すともいえ るが,企 業界の需要度に応えて,43年 現在468校 の短大数 中

の402校 が私立,し か も絶対多数を示す私立女子短大生 の高率進出振 りであることは指摘

で きるのである。か く,国 家 ・社会の必要 とす る人材養成が国公立のみで足 るものでない

ことは明治以降不変である。過去の明治以前の教育で も以後の初等 ・中等 ・高等教育 にお

いても,私 学はわが国の発展のために,独 自性 と数量性をもって多大な功績を果 し,あ る

意味で,古 今東西のそれに等 しく日本の伝統や文化の向上 ・国力の増進は,私 学のす ぐれ

た特色ある教育に拠 ったといえ,今 後 も亦,か かる輝かしい史的背景に立 って次代 の新 し

い国民の育成 にあたるものであり,国 もまたより以上 に,私 学を有効 に活用せねばならぬ

ことは疑 う余地なき事実なのである。

3.私 立学校の公共性

凡 そ,学 校 は公衆子 弟 のため に有 目的 的 ・具 案的 ・継 続的 に教育 をお こな う形式 的施設

formalinstitutionで あ るが,設 置 ・経営 の主 体 によ って 国立 ・公 立 ・私 立 の別 があ り,階

梯程度 差 によ って幼稚 ・初 等 ・中等 ・高 等 に分かれ,又,目 的 や内容 に応 じて普 通 ・職

業 ない し専 門 ・高 度な一一般 ・学 究等 の教育機 関 に分 類で きるとはい え,設 置 ・経営 の主

体 制 にかか わ らず後者 の二 分類 項 目は共通す る。 この こ とは私学 の国公立 学校 に差違 な き
　 　 　 　 　

公的共通性を示すものである。

わが国の場合,私 学の公共性 については大略,次 のように進展せ しめ られてい るよ うで

ある。 明治初年以来,一 般青年子弟の立身出世主義の要望 に応えて,私 学は陸続 と籏生す

るが,そ の程度 ・規模 ・内容 ・管理状況等は千差万別であ り,そ の責任の帰属もさだかで

なか ったが,次 第 に国の法規下に整備せ られてきた。即ち,

① 明治3年 には,私 塾開設 に地方官の認可をうけしめ,入 学生徒は地方長官の身許証明

書を要せ しめた。

② 明治5年 には,私 塾開設に文部省の許可を要することとした。

③ 同6年 には,私 学私塾等の開業は学制の規定に従 い督学局へ伺出許可をうくべ きこと

を布達 した。

④ 同24年 には,私 立小学校代用規則を制定 した。

⑤ 同32年 に 「私立学校令」が公布 された。官公立学校 に関しては早 くか ら・幾多(P妹 争

の制定があ ったが,一 般私立学校に対す る監督法規を明確に制定 したのがこの時は じめて
.................

であり,い わゆる国立私学の差違なき公共性を明示 したものといえる。それは広 く一般の

私立学校経営に対す る官庁の統整監督の原則として,長 く我が国の私学行政の性格を規定

し,第 二次大戦終了まで継続適用 されたものである。今 その1,2条 をあげるに,

(第1条)私 立学校ハ別段 ノ規程アル場合 ヲ除ク外,地 方長官ノ監督二属ス。

(第2条)私 立学校 ヲ設立 セン トスル者ハ監督官庁二開申スヘシ。

(第8条)私 立学校二於テハ公立学校に代用スル私立小学校 ヲ除 ク外,学 令児童ニシテ未

タ就学ノ義務 ヲ了ラサル者 ヲ入学・セシムルコ トヲ得ス(5}
　 　 り

以上 によって,私 学の監督 ・認可権の所在を明規するとともに,義 務教育段階の代用私
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

学の公共性 とその責任を明記 したのを見 る。

⑥ 又,私 学 と宗教教育の関係 については,明 治32年 文部省訓令第12号 によれば,「 ……

……官公立学校及教科課程二関シ法令上 ノ規定アル学校二於テハ課程外 タ リトモ宗教上 ノ
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教育 ヲ施シ又は宗教上 ノ儀式 ヲ行 フコ トヲ許ササルヘシ」 と,教 育 ・宗教の分離 の根本態

度を明示す ると共に,官 公立学校はもとより私立学校 といえども,小 学校 ・中学校 ・高等

女学校のような教科課程に関し規定ある学校の宗教教育を,官 公私立一様に禁止 した。

⑦ 第二次大戦後 は,文 部省の宗教教育行政 は大 きく変革 し,公 立学校 においては,憲 法

に保障す る信教の 自由の建前か ら,公 教育 と特定宗教 との分離を堅持 しながら,宗 教関係

の諸私立学校 に対 しては,① 生徒の信仰の自由を妨害 しない方法 に依 る,② 特定の宗派教

派等の教育を施 し又は儀式を行 う旨学則に明示す る,③ 右実施の為生徒の心身 に著 しき負

担を課せ ざるよう留意す る,の 三条項厳守の上で 宗教教育を 積極的に承認す る態度に出
..

た。 ここに,一 ・般の私学の公共性 と特定宗派教派私学の独 自性 に対する国の態度が見 られ

るといえる。
　 　 り 　 り 　 　 　 　 　 　

⑧ ところで,戦 後 の教育 基本 法第6条 は学校教 育 の公 共性 を規定 して 「法律 に定 め る学

校 は,公 の性 質 を もつ(beofpublicnature)も ので あ って,国 又 は地方 公 共団体 の外,

法律 に定 め る法人(thejuridicalpersonprescribedbylaw)の み が,こ れ を設 置す ること

がで きる」 とす る。 ここに 「法律 に定 め る学校」 とは,学 校教 育法第1条 に規 定す る国 ・

公 ・私立 の小学 校,中 学校,高 等学 校,大 学,高 等 専 門学校,盲 学校,聾 学校,養 護 学校

及 び幼稚 園で あ るが,明 らか に これ らは共通 一様 に,国 の定 めた学校制 度 に則 り,法 定 の

児 童生徒編成,教 職 員組織,施 設設 備,カ リキユ ラム等 の基準 で設置 ・運営 ・教育す る学

校で あ る。 この 際,国 ・公立 の学校 がいわ ゆ る公 費で設立 ・維持 され公 共 に奉仕 す るもの

故,公 の性質 を もつ ことは 自明で あ るが,所 謂,私 立 学校 も私利私 欲 の具 に 供 せ られ私

益 の為 に経営 され るべ きもので な く,「 教育事 業 な るが故 に,特 に公共 の為 に設 営」せ ら

れ,「 国 ・地方 公共 団体 の代理 的補助 的,あ るい は国家公 共団体 の企て えな い独 自の機能

を果す使 命を もつ公財 産publicgoodsた るべ き こと」 も亦,自 明でな けれ ばな らない。

特 に,日 本 国憲法 は国民 の基本 的人 権 の一 た る教育受 権一 学習権一 の保 障の ため国 家が

法 律制定 その他 必要諸 施策 を講ず ることを誓い,従 来,法 定学 校 中私人 経営 の もの には公

的性質 の欠 如す るの もあ った実情 に鑑み て,「教育 基本 法第6条 」 「学 校教育 法第2条 」 「私

立 学校法 第3条 」 に明記す るよ うに,私 人 の学校 設置 を認 めず,「 私 立学校 法第3条 」 の
..

規定する 「法律の定めるところにより設立 され る法人(学 校法人)の み」に,之 を認める
　 　 　 　 り 　 　 　

ことで私立学校の公共性をいやが上にも自明た らしめている。 ともか く,す べて 「法律に

定める学校」は,今 日,「 国家公共的職能を果す公器」であり,私 立学校といえども例外

におかれ るべ きではないのである。

「私立学校法」(第1条)は,「 この法律は,私 立学校の特殊性にかんがみ,そ の 自主性
..

を重んじ,公 共性を高めることによって,私 立学校の健全な発達をはか ることを目的とす

る」 と規定 しているが,本 法の内容実質 は 「私立学校 関係の教育行政」及び 「学校法人」

を巾心 とするもので,い うまで もな くr私 立の小 ・中 ・高 ・大学等の 目的 ・修業年限 ・教

育課程 ・施設設備 ・教職員等の基準」は,す べて 「学校教育法 ・同施行令 ・同規則 。学習

指導要領や大学設置基準 ・教育職員免許法等」 に従 う外ない ことは国公立各学校 と何 ら変

らず,あ るいは 「私学の設置廃止や設置者の変更について所轄庁の認可を要す ること,法

令違反の場合などには閉鎖の処分あること,校 長 ・教員について厳格な欠格事由定められ

ると共 に教員に所定の免許状を要すること,校 長を定めて所轄庁に届け出る要あること」

等,学 校教育法等の下で公の支配 に属させ られ,又,私 学の教 員は国 ・地方公共団体の公

務員ではない(教 育公務員特例法第3条 によれば)が,単 なる学校設置者や特定の一部の
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入々の利益 に従属する者ではな く,教 育を通 じて国民全体に奉仕すべき 「公務員 に準ずる

者」であることは論をまたないし,殊 にいわゆ る 「学校法人は,民 法の財団法人 に対 して

種々の点で相違があり,と くに法人の管理運営 については,民 法 には見 られない基準ある

いは制約を設けることにより教育事業を行なうに望ましい公共的運営の方法と必要な規制

を定めることによりその公共性を高めたものである〔6)」といった諸点で,私 立学校が 「法

律に定める学校」である以上,国 公立学校の例外でな く公共的学校pub】icschoolで あり,

学校教育はすべて公共事業であることは 自明であり,私 立学校法第1条 が 「 その
..

公共性を高める……」などとうたうこと自体が問題なのである。

凡そ,国 家 ・社会の発展や産業経済 ・科学技術等文化の向上 も,デ モクラシーの真の実

現 も,そ の原動力は一 にかか って国民の資質 ・能力の高揚にあり教育水準の如何 にある。

ためにあ らゆる施策の中で最 も優先的 に重視すべ きものが文教施策であること,従 って積

極的 に文教振興方策を推進せん とす るのが,い わゆる 「教育投資説」の拠点であり{7),今

日世界的な動向とされ るところなのである。 この教育推進に国 ・公 ・私立の別はあ って

も,そ の間に尊卑 ・軽重の差あるべ きであろ うか。教育の公共性 の上で国公私間に何 ら差

異ないにかかわらず,い わゆる 「教育の機会均等equaloppo血nityineducation」 の観点

に立つとき,国 家や社会の国公私立学校観な らびに機会均等実現措置に問題なしといえる

であろうか。教育の機会均等の真意 は,万 人 あるいはすべての学校団体 に同一の教育機会

を与えて,悪 平等化あつかいし水準低下leveling-downを もたらすのでな く,か えって万

人や学校団体の教育機会を,あ る標準までは公正平等にするが,標 準以上の教育機会を各

能力や熱意 に基づいて 自由に基準以上 に出ることleveling・upを 求めることにあり,こ こ

に国家の 「教育機会均等理念の実現上 の諸措置」が要求 され るのである。(8)

4.私 学尊重の欧米 の例

われ われ は,こ こに寧 ろ私 学尊 重 の欧米諸 国の実 態 の2,3例 を あげよ う。(9)

イ ギ リス国民 の伝 統 的思 想 での 「中等教育 とはgrammarschoolで の教 育 の こと」 「わ

が子 の中等教 育 はグ ラマー ・ス クー ルで」(10)とい った私学偏 重傾 向 も,真 の教育機 関 した

が って教育機 会 の均 等観 とはいえ ないが,少 くとも英米 では,あ る意 味で私 学 がわが国 な

どよ り高 く評価 されて い る証左で あ ろ う。

英 国 では,中 等教育 といえ ば公立 中学校publicsecondaryschool(県 又 は郡市 の施設 す

るもの)教 育 よ り,Winchester,Eton,Harrow,Rugby等 のpublicschool(公 共学校 の意

味 で実 際 は私立)の 教 育が重 んぜ られ,後 者 か ら私 立 のCambridge,Oxfordの 大学 につ

なが る教 育 系統 が,伝 統的 ・貴族 的 な特 色 あ る学風 を もつ人 格育成 ・品性 陶冶 目的の エ リ

ー ト養成 として 最 も権 威 あ るものた る ことは周知 の通 りで あ る。 も っとも,か か る特権 的

学校 よ りも 「equalopportunityforal1」 の主 張 か ら,厳 意 のpublicschoo1の 拡 充策 ・制度

化が,英 国で も強 く打 ち出 されて は い るが,に も拘 らず伝 統 的な私学 が厳然 と存 在 し支持

・発展せ られ つつ あ り,国 ・地 方 当局 も これ に財 政 的援 助 と指 導 を惜 しまない 現状 であ

る。 今,英 国 の初 等 ・中等 教育 を財政上 か らの学校 種別 に分 類す ると次 の如 くで ある。

A)maintainedschools(地 方 当局 の維持 す る学校)

①countyschools(県 立学校)一 県(特 別 市)の 教育 当局 の設 置 ・維持 ・管理 す る純 然

た る公立 学校 で,数 的 には絶対 的 に多 い。
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②voluntaryschools(有 志 団 体立 学校)一 有志 団体 の設 置 した学校1111,少 な くとも全経

常 費を地方教 育 当局 が負 担す る学校,公 費補 助の受 け方 な どで三種 に分か れ る。

イ.controlledschools(管 轄学校)一 経 常費の みで な く施設 費 も地方 自治体 が全 面的 に

負担 し管理 す る私 立学校。

ロ.aidedschools(援 助 学校)一 施設費 について は,そ の75°oを 公費(国 庫)が 補 助 し

て い る私 学。

ハ.specialagreementschools(特 別協 定学校)一 地方教育 当局 と理1拝会 との特別 協定

で,校 舎 の増改築 費の75°oを 公費(国 庫)補 助 す る私学。

B)assistedschools(補 助学校)一 有 志団 体の設 立で 地方 教育 当局か ら 財政援助 を うける

が,ま だ上記3種 へ の格付 けが行 な われ てい ない もの。

C)directgrantschools(直 接補 助学校)一 文部省(教 育 ・科学 省)か ら直接 に経常 費の補

助 を うける保育 及び 中等学校 で,国 庫 補助 を受 け る代 りに,毎 年入 学者数 の25%を 無月

謝で受 け入 れ る ことを義務づ け られて い る私学。

D)independentschools(独 立学 校)一 イー トン,ハ ロー等有 名なパ ブ リックスクールか ら

零細 小規模 の私 学 まで多様 あ る。 公費補助 を全 くうけず財政 的に独 立して い るので行政

的に も公教育制 度外 にあ る私学で あ る。 「教 育 ・科学省 は,こ れ らの うち,教 員の資質,

教育 内容,施 設 な どが教育 ・科学大 臣の定 め る一定 の要件を満 してい ると認 め られ たす

ぐれ た学校 を 「効率 のよい独立学校」(lndependentSchoolsRecognizedasEfficient)に

指 定 し,そ の他 の学校 と区別 して い る。」(111とい う。

以上 の有志団 体立学校 は,大 半 が英 国国教会 立 または カ トリック教 会立で あ り,一 方 の

英国 国教 会立 の約60°oが 管 轄学校,残 部の ほとん どが補助 学校 で あ り,他 方 の カ トリック

教会 立の95°0が 補 助学校,残 部 が特別 協定学校 で あ るとされ る。 いずれ にせ よ,「 英 国の

有志団 体立 のほ とん どが何 らか の国 ・公費 の財政 援助 を うけ,全 く受 けぬ もののみが行政

的 に公 教育制 度外 にあ る。」 とい うことは,行 政 的 に公教育制 度内 にあ ること(公 共 的教

育性 を もつ こと)は,財 政 的援 助を うけ ることであ る。

イギリスにおける初等 ・中等学校在籍者数の公私立別内訳(1965年1月)

公私 立学校在籍者総数

①公 立 学 校

②地方自治体の維持する私立学校

⑧国庫補助を受ける私立学校

④公費補助を受けない私立学校

初 等 学 校

在籍者数 百分比

4,502,137入100%

3,047,40067.7

1,225,74127.2

229,036 5.1

中 等 学 校

在籍者数 百分比

3,158,376人100%

2,416.892

402,162

115,578

223,744

76.5

12.7

3.7

7.1

保 育 学 校

在籍者数 百分比

30,013人100%

1 23,91479.7
6722.2

5,42718.1

1121

イギリスにおける有志団体立学校の分類(1963年 度の統計)

学 校 の 分 類

有 志 団 体 立 学 校 総 数

校

校

校学

学

学

定

轄

助

協別

管

援

特

初 等 学 校

100.0%

49.9

51.0

0.1

中 等 学 校

100.0%

27.1

56.5

16.9,

(13)
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イギ リス全国の大学の経常収入の内訳(1964年 度現在)

灘
比 率

国 庫
補 助 金

79.9

地方当局
の補助金

1.4

授 業 料

8.1

基 本 財
産 収 入

1.9

寄 付 金

a.s

そ の 他

8.1

経 常 収
入 総 額

100.Oro

(14?

英 連 合 王 国 の 大 学 経 費(1953-5年) (比率のみ)

収 入

比 率

大 蔵 省

.1

地方当局

3.1

授 業 料

10.4

/

/

付 寄 金

3.7

そ の 他

21.9

収入総額

100.0%

(15

今,英 国の学 校類型 ・在籍 者数等 の一 部を数 表上 に示せ ば上 の如 くで あ る。 もっと も,

これ は 当局 の補 助金 の受 け方 に よる異 動 があ りえ る し,種 類 も雑 多 であ るが,大 要 は把握

で きるで あ ろ う。

1964年 度 現在,イ ギ リス大学補 助 委員会 の報 告では,全 国大 学の経 常収入 総額 の80%近

くは国庫補 助金で 占め,授 業料 収入 はわず か にす ぎず,し か も授 業料 の大半 は,国 ・地 方

の支 出す る奨 学金 で まかなわ れてい る実状で あ る とい う。1964年 度現在 の と,1953～5年

の とを比較 す ると き,い か に咋今,国 庫補 助金 が増加 して い るか がよみ とれ る。

現在 イギ リス(イ ング ラン ド,ウ エール ズ 及 び ス コ ッ トラン ド)に は,42校 の大学

(university)が あ るが,国 立 は1校 もな く,そ の大半 は私立,第 二 次大戦後 新設 の大学

(専 門学校 か ら大学 へ昇格 した もの を含む)に は,公 立又 は準公 立 の大 学 があ るが,戦 前

設 立 の大学 はすべて 私立 で あ る(16)。1955年頃 に は,universityが20校,universitycollegeが

4校,合 計24と な ってい た もので あ る。 これ ら大学 は,創 立 年代,組 織,教 育 の性格 等か

ら,①Oxford,Cambridge系 の古伝 統 を もち,教 官学生 共,学 寮生活 と研究 に あた るも

の,②London大 学 系の非宗派 的 で中流子 弟対象 の大学,③ 地 方大 学provincialuniversity

で近 代産 業 の発 達 に伴 って近 代 的地方工 業都 市 に位 置を 占め る もの とに3大 別 され,あ る

いは,オ ック スフ ォー ドやケ ンブ リッジの2大 学 のよ うに教 養 あ るゼ ン トルマ ンの 為の一

般 教養 を主 とす る旧類型 と,ロ ン ドン,ウ ェー ル ズや バー ミンガム,マ ンチ ェス ターの各大

学 の よ うに,科 学生活 への応 用 を重 視 し職 業教 育を主 眼 とす る新 類型 とに2大 別 され るが,

それ らの ほ とん どが有志 団体 立で あ り,し か も経常 的経 費の約80%,資 本 的経 費の約90%

の 国の補 助を うけて い るので あ る。 この補助金 は大蔵省 か ら大学 補助金 委員会University

GrantsCommittee(教 育 ・科学 大 臣の諮問 機 関)の 如 き公正 な機 関を通 して各 大学 に一 括

支 給 ・配分 され,そ の使途 は大 巾に大 学 当局 に一 任 され,大 学 は綿密 な積 算通 り支 出す る

慣 例で あ る。 国 ・地 方 自治体 の行政 権が大 学 に直接干 渉す ることな く消極 的 に これ を助成

・監督 す るのみ ,各 大学 はそ の許 され た 自治的運営 権 で各独 自の伝 統 と学 風 に立 脚 して独

自な教 育 を行 な うことを特 色 とし,よ く国家 と大 学が各 独 自の任務 を持 ち相互依存 の関係
.............

を通 じて初めて,そ の任務を完全遂行で きることを自覚し,私 学の真価 を認識せ られてい
　

るのである。

要す るに,イ ギ リスでは私立大学が,他 の ヨーロッパ諸国の国立大学が持つと同様な機

能を果 してきてお り,国 はこれ ら私立大学の大学経費や学生の学費 ・生活費を大 巾補助す

ることを通 して高等教育の振興をはか って きたので あり,こ の意味で英国の私立大学は国
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公 立 的色 彩の 強い公 共機関 た るこ とを看破 で きよ う。

アメ リカ合衆 国で も英国 同様 な伝 統 的傾 向 は厳然 と残 り,米 国学校 教育 は,い わゆ る教

区付属 学校parochialschoolと 準 備学校preparatoryschoolと か らな る 「私立 学校private

school」 と,州 や都 市の 「公立学 校publicschool」 とか ら成 立す るが,優 に私学 が優先 的 に

考 え られ,あ る意 味で は公立学校 はか え って非 常 に特殊 な学校 の一 部にす ぎない と解 され

て い るとい う。 即 ち,英 国 のpublicschoolに 対応 して,人 格陶冶 と,ivyleague(ツ タカ

ズ ラで覆 われ た伝 統的私 立大 学の連盟)へ の入学 を専一 目的 とす る高度 な知識 中心 主義 の

教育 とを もって,州 や地域社 会 に束縛 され ず 国際的特色 を もつ教育 を施す ので有 名な準 備

学校 の一 つGrotonSchoolか らHarvardUniversityへ の教育 に対 し,公 立 学校 は州や地 域

社 会 に束縛せ られ た地 方的 な教育 しかで きな い。 即 ち,私 立=自 由的=国 際的,公 立=拘

束 的 一地 方 的,と 解せ られ てい るので あ る。勿 論,準 備学校 は教会 とは全然無 関係 な私 学

で あ るの とは異 り,教 区付属学校 は教 区又 は教 会 に関係 あ る私学 で あ るが,何 れ も,学 費

は若 干高 くつ くが,ハ ーバー ド,エ ール,コ ロン ビア,ブ リンス トン,ジ ヨンズ ホプキ ン

ズ等 の諸大 学 に連 り,米 国の文化 あ るいは 社会のバ ックボー ンを 形成 して い る 学校 とし

て,そ れ らの数 は決 して多 くはない が,教 育内容 や収容学生 等 の質 の上 か ら尊敬 されてい

るとい うn

アメリカ合衆国における私立学校の学校数 ・在学者数の占める比率

校

校

関機

学

学

育

等

等

教等

初

中

高

学 校

公私 立合計 私

数(1963年 度)

92,346(1)

30,882

2,132

立

14,762(1)

4,451

1,372

私立学校の比率

15.9%

14.7

64.4

在 学 者(1965年 度)

私学在学者の比率

14.7%

10.8

34.5

(注)(1)1961-62年 度 1171

米国の私立初等 ・中等学校は,そ のほとんどがキ リス ト教会設立の宗派学校で,し かも

その大半がカ トリック系の学校である。合衆国憲法が園家と宗教 との分離の原則を明示す

る規定を もつため,宗 派学校に対す る連邦政府や州政府(及 び地方公共団体)も,財 政的

援助を行なうことを禁止している。 しか し,私 立学校 自体でな く,児 童生徒への財政援助

は違憲でないとの解釈が有力で,現 実には教科書無償配布その他で援助す る州も少な くな

いとい う。宗派学校以外の私立学校に公_.i補助を一定条件下で認めて いる州 も若干あるよ

うである。

又,米 国の高等教育機関の65°oは私学であるが,公 立に比 し小規模学校が多いため学生

数 の占める比率は35%弱 である。私立高等教育機関の約60%が キ リス ト教諸宗派の設立の

ものであるが,一 般 に社会の高級人材育成を主 目的 としている。現在,大 半の州が私立大

学の経常費または施設費に補助金を交付 し,更 に多 くの私大が連邦政府か ら教育研究振興

補助金を うけ,特 に高度化社会や産業構造変化につれて,近 年学生数 も増大 し,私 大も授

業料値上げをはかって きているが,そ れ も限度があ るため,最 近は財団寄付や公費補助の

増額に依存す る傾向にあるという。

米国教育といえば,6・3・3・4制 とか新制大学とか男女共学とか,要 す るに民主的 ・機

一116一



一一 教 育 制 度 改 革 試 案 一 一

米合衆国における私立大学の経常収入比率(1963-64年 度)

額

入

金

金

費

他

金

収

総

動

付

出

入

鼎

納

支

究

の

出

収

冊

生

邦

支

育

研

そ

常

学

連

-

州

教

経

○

100.0%

80.7

30.4

26.5

-24.8

1.7

1,3

金

入

金

他

入

入

出

収

収

収

願響
尋纒

0.2%

5.7

10.6

6.0

17.2

2.1

(18)

会均等的教育の総本山の如 く解 されているが,教 育の実質的機会均等の問題 とな ると,各

州間の貧富の差,家 庭の経済的事情の為の上級進学不可能な生徒,黒 人問題等の諸点で,

まだ形式的機会均等の段階だといえよう。 しか も,米 国の私学援助 も連邦の巾央集権化傾

向上問題 ありとはいえ,私 学をわが国のように軽視せぬ ことだけは明言で きるであろ う。

以上,英 米両国教育を主 に私学の軽重問題を中心に概観 したが,両 国共各歴史的事情や

文化的背景があ り教育面 も多様性 に富み,一 概 に言いきれないが,両 国共通点は何れ も教

育制度や施策について,伝 統的保守と進歩的革新,あ るいは自由と統制の両極の調和的止

揚 につ とめつつあるといえることである。両国とも強い 自由 ・自治の根底がある反面,極

めて形式的な伝統にも拘束 される面がある。 「近代的な公立学校を教育の機会均等原則か

ら拡充 してい く」 と共に,「 同 じ教育の機会均等の観点か ら伝統的な私学を今 日なお社会

的に高評するし,英 国においては特 に国公的財政的援助を措 しまない」 のである。官学公

立校のみ重視の傾向強いわが国の最 も学ぶべ き点ではないだろうか。

フランスについてみ るに,初 等学校数及び生徒数は公立がその大半を占めるが,中 等学

校数では私立が,そ の生徒数では公立が多数を占め,又,高 等教育機関では国公立が多数

を占めている。 フランスの私立学校は 「国 と私立学校 との関係に関する法律」(1959年 制

定)に 基づいて,

1.協 同契約締結校 国と協同契約contratd'associationを 結び,経 常費の全額を国

庫か ら公立学校 と同一条件の下 に補助され る学校で,初 等私立学校の大半,中 等私立

学校 の4000が これである。

2.単 純契約締結校一 国 と単純契約contratsimpleを 結 び,経 常費の一部(教 員の給

与の一定額)を 国庫か ら負担 される学校。

3.国 庫補助を全 く受 けない学校一 私立初等学校の場合は少数であるが,私 立巾学校

の60°oはこれである。 これ らの学校は,前 二者の学校が公立学校 の一般 的規則に従 う

義務を国庫補助をうける程度に応 じて 負 うが,「 私教育の 自由」 の原則が 尊重 され

る。

小国ながらオランダでは,初 等 ・中等学校数とも,1949年 の統計では私立の方がはるか

に上回 り,し か もそれ らが公立学校の基準にかなう条件を備えていれば,国 家あるいは地

方自治体が相当な財政援助を与え,又,初 級及び中級の職業教育機関に対 しても,公 私立

とも国家及び地方 自治体が経費負担 してい る。 しかも,自 由主義でそれ らを指揮監督する

権限は どこにもないという。
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5.国 公私立学校教育上の課題

教育は窮極的には政治の問題である。政治は積極的にわが国教育の拡充 と機会均等の実

現のために一大奉仕すべ きものである。 わが国教育の貧困の実態は,日 教組の 「学校 白書

運動」 に明 らかであ り,そ の故に日教組は,教 育貧困を惹起 きしてたわが国の教育政策の

矛盾を明るみにし,そ のパターナ リズムに抵抗 し,教 育の機会均等を行財政 とくに財政面

か らうち立てて行 こうとの運動を展開 してきたのである。教育の機会均等実現上の課題は

多々あるにしても,そ の最 も根本的なものの一つが私学教育費問題及びそれと関連す る国

公私学問の諸方面のアンバ ランス問題であろう。 この問題 は今や学生対理事者間の関係交

渉のみで真の解決を得 られ るものではな く,政 府 ・国の文教政策の貧困打破以外 にはない

といわねばならない。

国は行政面,制 度面では,ほ とんど全 く国公私問に同一法令を適用 しなが ら,財 政面で
　 　 　

私学の独立採算制を強行 し,「 私学を利用のみす るずるさぶ り」を発揮 し,あ るいは学校

教育行財政を徒に複雑化 ・非能率化 している。今,国 公私学教育 に関す る行財政面を比較

・検討す るに,そ の共通面,差 異面が混在 し,わ が国の教育諸法規の濫造によって,極 め

て複雑で非能率的であるのを痛感す る。例えば,

(1)共 通面の例

1.国 公私立学校 とも,カ リキュラム基準,生 徒学生数による編成や施設設備の基準等

々は,一 律的な諸法令の適用を,教 職員も教育職 員免許法 ・大学設置基準等の適用を

うける。

2.私 学側 にも有利な面であるが,産 業教育振興法や高等学校の定時制教育及び通信教

育振興法を適用 される。

等々。

(2)差 異面の例

1.教 育行政上の差異面

イ.所 轄庁の相違一国公私立の小 ・ril・高 ・高専 ・大学等の所轄庁 の異 ること。

ロ.教 員俸給等の支給機関一当然の国公私立別支給以外 に,国 費%と 都道府県費%支

給 のもの,都 道府県費と国費7/100支 給の もの等。

2.教 育財政上の差異面

イ,国 公立財政 と私学財政一国公立間の差,公 立間の 地域差,私 学問の差等。 例え

ば,国 公私立大学財政上で 「公立大学は財政上の谷間」 とされ,あ るいは 「都道府

県別,公 立小 ・中学校教育費(公 費は勿論,私 費と くにPTAの 学校援助費)の 不

均衡」(19があ り,「 財政負担不均衡の教育 に及ぼす影響 地域別学力水準」(201と

な ってあ らわれて くるのである。

ロ.国 公私学の待遇差

私学教員は,法 的には学校経営者の雇人で,い わゆる国家 ・地方公務員,教 育特

例公務員の概念には該当しない。 しか し私学教員 も教育職員免許法 あるいは大学設

置基準等の適用外にありえない。 然 るに 毎年の民間商社 初任給等の上昇を 反映 し

て,人 事院の国家公務員給与改定の勧告 あり,国 公立教員給与のスライ ドアップは

あるが,私 学は適用で きず官民格差の増大があ り,更 に国家的な恩給改SIIII増額はあ
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っても,私 学のその恩恵はない。

ハ.国 公私学問の施設設備の差

最近の文部省 「公立学校建物の実態調査報告」によれば,全 国公立小中高校や幼

稚園 ・特殊学校の校舎中,危 険 ・老朽状態20°o,木 造のまま60%近 く,又,首 都 ・

近畿 ・中部圏等の大都市周辺過密地帯の小中学校の教室不足や授業やりくり算段は

深刻な悩み とされ,こ の為文部省 は3年 計画の危険校舎の建直し,過 密地区の校舎

造 り促進上,都 道府県への補助率を大 巾引上げるとい う。 これ も公立学校のみで,

可な りの数の私学にも同様の ことが言えるはずであるが,容 易に援助はされない。

二.奨 学金の国公私立希望率と所得階属別大学進学率

「わが国の教育白書,昭 和34」 ⑳ によれば,私 大進学者が必ずしも所得上階層子

弟とは断言で きず,国 公立大進学者以下の所得階層子弟がかな り多 く(特 に夜間学

生 に)含 まれ,し かも奨学金希望者 もかなり多いが,「 希望 したが受け られなか っ

た」者 も亦,か なり多い。 これには学業成績 も考慮 され るが,経 済的事情の為の成

績不振 もありえることに注目したい。

ホ.学 校納付金と所得階層

文部省調査によると,昭 和30～41年 度間の学生学校納付金上昇率は,30年 度を基

準として41年 度は私大3.9倍,国 大2.2倍,公 大1.9倍 であり,又,学 生生活費中の

学校納付金割合は国公立で減少,私 立で激増 し,41年 度では国公立で学生生活費の

1割 前後 に対 し,私 立は3割 を超えてい る。

一方,学 生(昼 闇)家 庭は国公私立の順 に低所得階層に分布 し,逆 に私公国立の

順に高所得 階層に分布す るとはいえ,平 均 して格差がな く,殊 に私立には比較的に

わ が 国 の 私 立 大 学 の 収 入 構 成 比
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低所得階層者が夜間部に多いことを把え るべきである。か くて私立の高額学生納付

金は低所得層子弟の私大への進学を困難にし,進 学機会を阻害す る要因 とな らない

かが問題である。文部省編 「わが国の私立学校」で も,「 機会均等 と学生納付金]

な る小項目をあげて問題 とす る所以である。(221

因に,わ が国の 「私立大学の 収人構成」を 「イギ リスの大学の 収入構成」(本 論4)と

比較のため上に掲げる。

6.私 学側の要望 と解決要求案

わが国の私学教育の興亡を左右す るものは,今 やその財政問題であると一般 に認め られ

ている。その財源は,授 業料 と借入金及びわずかの寄付金に依存す る外ないのであるが,

私学はその財源補填のため,私 立学校法の認 める 「収益事業」を営み,あ るいは有力な後

援会を組織 し,海 外宗教団体の援助をえ る等の手段をとるけれども,い ずれ も教育の原則

か らして,要 注意の危険を孕むのである。 ここにおいて,最 も合理的な財政方策確立につ

いての研究が,私 学運営の根本問題だ として,私 学側は次のような諸施策を敢行すべ しと

要望 して きた。
　 　 　 　 　 り の 　 　 　 　 　 　 　 　 　

まず,基 本的方策 として 「憲法 ・教育基本法の精神に立って,国 民教育に対す る国の義
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

務 ・責任を明 らかにし,国 公私立学校教育の機会均等を実現 し,私 学振興の施策を強力に
..........

推 し進 め るべ きで あ る」 をか か げ,
　 　 　 　 の 　

次にその具体的諸施策を列挙 して きた。

1.国 公私立一本化の財源措置を何 として も実現す る。

2.1.が 困難な らば,当 分の間,私 学振興助成補助費の増額措置を強力にとる。

3.私 学振興のための 「地方交付税法」制定措置や 「民間寄付金行為への便宜」 をはか

る。

4.私 学教職員の待遇改善及び年金制度等の国公私立一本化措置の実現をはかる。

5.育 英制度の充実,奨 学生の拡大 と均等措置を徹底す る。

6.国 公私間や昼夜間 ・通信等の卒業者差別待遇を徹廃 し,能 力に応ず る就職の機会均

等化 ・栄進化措置を実現する。

7.中 ・高校を一貫教育として義務化し,国 公私立の自由な進学 ・転学の交流を,能 力

と希望に応 じてはかれるようにす る。

等を実現 して,国 公私立の機会均等化政策に徹せねばな らないと。当然の基本的方策並び

に具体的施策とい う外はない。

又,文 部大臣の諮問機関として設け られた 「臨時私立学校振興方策調査会」 が,42年6

月末に行 った答 申 「私立学校振興方策の 改善 について」 の概要 に見ても,特 に私大の経

営,教 育研究条件,学 生納付金等の問題は,教 育界並びに一般社会に及ぼす影響少 な くな

いので,そ の実態究明に基づいて適切な振興方策を講ず る必要があるとして,そ の具体策

を次のとお り掲げた。

(ア)経 常費助成 国 ・公立大学教育研究費を勘案 し,私 大の現段階において国家社会

的需要度の高い学部 ・学科,今 後 もその需要を充すに必要な学術研究振興上有意義な大

学院,高 質で充実 した教育を行ないその実績が 高評 されている学部 ・学科 に重点をお

き,経 常的教育研究費を大巾助成す る。
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(イ)臨 時費助成一 私立学校振興会による施設費への融資条件 に格段の改善を加える。

民間か らの債務や 過去 における 私学振興会か らの融資による債務 にも 有利な条件 とす

る。理科設備 ・研究設備の外,補 助対象設備の範囲拡大 と補助増額 ・補助率上昇をはか

る。

但 し,臨 時費助成上,経 営上一般の批判をうけ,あ るいは合理的限界を こえた施設の

拡充をはかるものは厳 に除外する。

(ウ)そ の他の助成措置一 日本育英会 による学生の特別奨学金制度等の拡充強化,教 職

員の退職手当 ・共済 ・災害補償等の制度充実確立,寄 付金に関する減免税措置の拡大や

手続 きの簡素化,等 を改善する。

(エ)関 連す る諸方策 私大経営の上で経理の合理化 ・適正化をはか り,財 務基準の制

定 ・公認会計士の監査等の適正措置を講ずる必要がある。合理 的な算定方式による学生

納付金の基準の設定 と誤解を招 く方法での父兄か らの入学寄付金の強制的徴収を抑制す

る。助成金の使途確認のため会計監査を行ない助成効果の確保につとめる。私大の設置

認可にあたり,国 家的必要性 ・適正配置等を 考慮 し認可基準の 改善と設置抑制をはか

り,安 定経営と教育水準保持のための制度的措置を検討する。理事者の放漫な経営,学

生の激減等による経営破たん私大の適正 ・円滑な処理 のため,文 部大臣を助ける適当な

調査処理機関を設ける。1251

等であるが この答申は,今 後の私学のあ り方の指針であ り,私 学への国の施策の方 向を示

す貴重なものといえよう。

7.文 部省側 ・地方公共 団体側の対策現況

もっとも,わ が国の行政関係者 も昨今かな り,私 学振興について認識を新 たにしつつあ

って,衆 参議院議員選挙 にあたって も,各 政党は 必ず その文教政策で私学振興にふれ,

又,各 党公認候補者中にも私学上の諸懸案をとりあげる者も多か った。 もっとも各政党に

よって 「文教政策の基本的態度や私学振興策」にかな りの差異が見 られはしたが。

今,私 学に対する国 ・地方公共団体の行財政の一半を見ると,次 のようである。

A.私 立学校 に対する行政の現状

「学校教育法」 は私学の自主性尊重の趣 旨か ら,私 学への所轄庁権限の大 巾縮少をはか

り,若 干の必要事項の法律 に基づ く監督にとどめ,私 学の監督権を地方に移 し,又,そ の

公共性を高める趣 旨か ら,そ の設置経営は特別法人 による公共的な ものたるべき原則を と

った。 この私学の自主性尊重,公 共性高揚を目標 とした 「私立学校法」 は,

① 私学に対する所轄庁(大 学は文部大臣,高 校以下は都道府県知事)の 監督権限を,

学校教育法に定めるよ りも更 に縮少 し,

② 所轄庁がその権限行使にあたっても,事 前に私立大学審議会又は私立学校審議会の

意見を聞 く要あるものとし,監 督庁の一方的処置をさけた。

更に,学 校法人の公共性を高めるために,

① 役員定数を指定 し少数役員による専断を排除し,

② 役員選任の基準を定め,校 長を必ず理事 とし,教 育面と経営面の調整をはか り,

③ 特定同族による役員の占領を制限 し,

④ 評議員を設定 し,法 人の運営 ・学校の経営に広範囲の意見反映あ らしめる,
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等 としている。

B.私 立学校に対す る国 ・地方公共団体の財政援助の現状

私学は わが国学校教育の 発達に多大な 貢献をして きたが,多 大な戦災復旧費支出に次

ぐ,子 弟の戦後の増加 と比例 した国民教育熱(教 育投資観 その内容は区々である

を含む)の 急激上昇による施設 ・設備の拡充,物 価高にスライ ドせざるをえない増加教職

員の人件費等により,現 在,一 様に財政難 に直面 し,今 後 も容易に解消されるものではな

い。 この事態 に対 し,い ずれの私学も学生納付金の大巾値上げを断行 し,あ るいは寄付金

・借入金 に奔走 し,国 又は地方公共団体の補助を要請 して きた。

これに対 し,国 又は地方公共体が従来行な ってきた私学振興方策の主要なものは次のと

お りである。

a.国 の行なう私学関係補助措置の中心をなすのは政府全額 出資の特殊法入私立学校振興

会による長期低利の財政投融資(主 として施設費を対象 とし,昭 和42年 度は予算額245

億,私 立学校振興会出資15億,他 に貸付資金310億)で あ り,又,私 立 大学理科等教育

設備整備費補助(補 助率 は施又は%で あり,新 たに文科系を含む各学部等の使用す る図

書購入費を補助対象に加えている),私 立大学研究設備整備費補助金(%),高 等学校産

業教育設備等整備費補助金並びに 同施設整備費補助金(各%),理 科教育設備整備費補

助金(小 ・中 ・高校 を対象とし苑)等 の特定分野の振興に必要な経費への補助,更 に私

立幼稚園施設整備費補助金(%),私 立学校教職員共済組合補助金(長 期給付に対す る

費用の16/100等)等 を交付 し,或 いは 日本英育会特別奨学生の貸与額の大巾増額 と採用

予定数の拡大(短 大を除 き,月 額,自 宅7,500円,自 宅外12,000円)や,税 制上の私学

関係へのかなり広範な減免税措置を講 じているなどである。㈱

b.各 地方公共団体 も各実情に応 じてゴ各地方の私立高等学校段階以下 に対 して助成措置

を講 じ,そ の教育振興に役立 っている。

都道府県の行な う私学助成所要経費は,地 ノ∫交付税 の 都道府県の 基準財政需要額中

「その他の行政 費」の 「その他」の費 目に積算され るものである。 この助成経費の最大

のものは,私 立高校以下の補助金(経 常的経費ならびに施設設備費及び私立学校団体に

対す るもの)で あり,さ らには,直 接の貸付金,市 中金融機関か ら借 りた高利債務の利

子補給や損失補償等があり,地 方私学振興法人や退職金社(財)団 への出資 もある。

又,市 町村においても,そ れぞれ地域の実情に即 し,若 干の私学助成が 行われてい

る。

以上は,私 立学校法第59条 に基づ く国 又は 地方公共団体の私学教育助成の概要である

が,こ の国又は地方公共団体からの補助金 も,私 学財源の経常部(大 部分は学生生徒納付

金に依存)に ついては全額の1%,臨 時部(大 部分が各種補助借入金に依存)に ついては

7%を 占めるにすぎない。要するに,こ うした各種振興助成方策にも拘 らず,私 学財政 は

依然 として国公立に比 して,一 般に困窮貧難状態にある。 これは当今に限 らず戦前でも同

状態であった。 この故に,昭 和8～11年 頃,下 村寿一氏 もわが国 「教育行政の主要研究問

題」 として,12要 項 目をあげ,そ の民主化への方向を示唆 ・強調 していたが,そ の項 目中

に 「教育制度の法律化」 「教育の機会均等」 「教育費分配の合理化」 等を掲 げていたの

は,ま ことに慧眼であった。⑳毎年度のわが国大蔵省 ・文部省 の予算配分も,政 策的な も

の,官 僚 の業績稼ぎ的思いつきなもの,あ るいは無駄や無理なもの等,非 合理的でその改

善要望多年に亘 っている。文部省予算要求 も常 に教育の機会均等原理の実現 に向って合理
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的であるべきもの,従 ってそれは常に私学 との全体関係において取 り上 げられるべ きもの

である。 しか るにである。昭和36年 度の如 きは,文 部省予算要求上の諸項 目中に 「教育の

機会均等 と人材開発」 とあったが,そ の細項 目は育英事業費 ・学徒援護会補助 ・人材開発

計画立案のための調査 ・中学校生徒全国一斉学力テス ト・準要保護児童生徒対策 ・へき地

教育振興 ・特殊教育振興とあったが,機 会均等の本領的 項 目としては,む しろ 「私学振

興」「中 ・高 ・大の生徒学生の急増対策」「勤労者少年教育の確立」等を含あるべ きであっ

た。36年 度は 「教育の機会均等」の項 目とは別箇の一項目として 「私学振興」 を掲げてい

たが,34年 度の如きはこの一項目さえあげていなかった。最近,私 学振興を一応重視す る

にいたったが,そ の予算は私学側要求額を充すに遠 く,国 公立関係予算のほんの一部分に

す ぎない。全 くの教育財政上の継子扱いで,明 治以降の官学中心の国の文教政策 ・予算要

求や措置が,国 策改変を余儀な くさせた戦後の民主的原理 に基づ く諸制度採用の今 日もな

お,憲 法や教育基本法の精神とは結びつかず平行線をたどっているのである。民主的な教

育行財政の問題は,要 するに教育の機会均等の実現 に奉仕す るものであるべきである。文

部省は 自らの拠 って立つ民主主義教育行財政の理念か ら,従 来のような慣例的な予算獲得

や配分に加えるに,前 記のような非合理的なものでな く,又,単 なる 「私学振興 ・私立学

校への援二助」 とい う観念や 「官公私学の差別待遇」の措置を今や一掃 して,真 の教育機会

均等の実現に抜本的教育行 ・財政政策をとり,私 学教育いなわが国の全教育の根本的改革

策 に対処すべ く,即 ち 「官公私一本の文教」の観点か らの措置を強力 に推進すべ くふみ き

るべき秋である。現在,文 教制度調査会 も 「全私学助成法案」の検討中とあるが,こ れす

らも財政当局が難色を示すのは明白であるか らである。

8.抜 本的改革 「教育制度」試案大綱

上記で,わ が国の私学の発達 と現状,私 学の 自主独創性 と秀越性,そ の公共性を とら

え,進 んで欧米 の私学尊重の実態をながめ,さ らにひ るがえ って,わ が国の現在国公私学

間の課題を分析 し,こ れに対す る私学側の累積 的要望 と解決要求案を概括的にとりあげ,

加えて文部省諮問機関 「臨時私立学校振興方策調査会」の答申を私学側 の今後のあ り方の

指針並びに国の私学方策への貴重な資料 として掲げ,最 後 に文部省側等が これ ら要望や資

料に基づきなが ら現在いかなる努力(改 善解決)を はか りつつあるかを究明したが,遺 憾

なが らわが国文教の府はそれ ら要望や資料を単に埋没 ・死蔵せ しめているといわざるをえ

ない。

とに角,過 去にも国家や文化の発展に尽 し,又 将来 もその重要性を失わないのが私学で

あり,実 に私学の盛衰はわが国の教育 ・文化 ・産業 ・技術等の発展を左右 し,真 の自由主

義やデモクラシーの進展 ・実現 のバロメーターとなるものである。今 日,一 般 にも私学の

公共性 と自主性が認識 されて きたとはいえ,相 変 らない官尊民卑の伝統的弊風や,国 の貧

困行政による私学の過重な学費負担,こ こに生ず る国公私間のあ らゆる面の余 りなアンバ

ランス等か ら,昨 今漸 く私学に対す る国の 「機会均等の措置」が,社 会的 と同時に政治的

な大問題 となって き,私 学側 もより以上にその要求を大に してよ く,従 って私学に対 して

国 ・文部省が総力をあげて教育の機会均等上の配慮を傾 けるのが至当である。

今 日のわが国全国にわたるステユーデン ト・パ ワーによる学園紛争は,た しかに 「大学

内の人間関係の破綻 ・接触不在」 であるとか 「労働争議に類似するものに移行 している」
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とかいわれなが ら,そ の解決の名案をえず,何 か新ルー トを産出する陣痛期現象を呈 して

いる。51校 にわたる各種各様な大学紛争ゆえ,一 概 に論 じえないが,「 マス ・エデュイケ

シ ョンによる学内人間関係の破綻」 「大学行財政 に対す る学生の批判」が中心 とな り,そ

れが 「学生が主導権を握 る大学改革運動」 とな り,「 多分に政治 ・労働運動化」 して展開

されてい る点が共通点 といえよう。われわれは,こ の問題の根底に 「私学財政の困難ゆえ

の授業料値上げに抵抗 して きた学生運動闘争の意識 ・行動力 ・習慣化」があ り,そ れが他

の諸紛争を芋蔓的に惹起 しているとみ るのである。 この分析論に基づ き,わ れわれは国 ・

政府 と同時に国民が,真 に私学の教育的役割 ・価値を認識理解 し,現 行のような教育行政

上の複雑化 ・非能率化を除去 し,真 に民主的な教育体制を確立 ・推進するために,微 温的

な教育制度の改修では 「樹を見て森を見ざる盲点」がひそんでいるので,こ の際,次 のよ
..

うな 「抜本的な荒療治施策」を敢行すべ きだとす るのである。

1912年 沢柳政太郎博士が成城小学校の創立に際 し,そ の趣意書 冒頭に 「……維新後50年

に して硬化した形式を打砕 して……教育革新を試みる」 として,教 育の大改革理念に立 っ

たのを範とし,今 明治100年 に当り,わ れわれは 「英仏両国の教育制度や改革案」 の中

で,

① 英国では,行 政的に公教育制度内にあること(公 共的教育性をもつこと)は,財 政

的援助をうけることである。 仏国でも,「 国と私立学校との関係に 関する法律」 に基づ

き,国 庫補助を与える程度に応 じて私学が公立学校の一般的規則に従 う義務を負わせ,全

く国庫補助を うけない私学に対 しては 「私教育の自由」の原則を尊重 している。

② 英国の大学は国立大学のよ うな機能をはたし,私 立大学が国公的色彩強い公共教育

機関である。

③ 仏国のCondorcet教 育説,Langevin教 育改革案,等 を,

又わが国私学側要求案や臨時私立学校振興方策調査会答申等を参考とし,さ らに百尺竿

頭一歩を進めて,わ が国の学校教育並びに教育行財政 の制度に関する大改革案大綱を,次

のように提示するのである。

A.教 育行政制度 改革私案大綱

日本国憲法が確立 した 「民主主義,基 本的人権尊重主義,平 和主義」なる統治の根本原

則は,当 然,今 後のわが国教育行政の指導原則 となり,改 革教育行政の特色は次のもので

あるべ きである。

① 法律主義 国民大衆の支持する権力主義

国民大衆の支持す る権力の下に,教 育行政は憲法の下に制定 ・公布 される諸法令規則

の執行で行なわれる。

② 地方 自治,地 方分権尊重主義

法律の範囲内で地方が条例を制定 し行政を執行す る権能を尊重 ・強化す る。

③ 独立 自主主義 教育の 自主性尊重主義

教育行政を一般行政から独立 自主のものとするとともに,教 育の自主性をも極力尊重

す る。教育の政治的中立性の確保をはかると共に,教 育行政の中立性をも保持す る。

④ 奉仕助長主義 福祉主義

教育受権の機会均等を保障 し,教 育行政は奉仕助長 ・福祉増進を徹底する。教育行政

は教育の目的を遂行す るに必要な諸条件の整備確立を 目標として,教 育制度 ・教育施設

一124一



一 教育制 度改革試案 一

・教職員 ・教育費等の拡充整備(外 的事項externs)に 努め,あ るいは学校教育課程の

大綱基準の作成にあたり,更 には学校経営の教育的態度等の指導 ・助言にあたる。 但

し,保 育助長行政 としての教育行政 とはいえ,教 育の最低限基準を法規に照して護るた

めの命令強制的権力行使は認める。

次に改革教育行政組織案大綱は次の如 くである。

文部省に文部大臣をお くが,そ の権限を弱め,フ ランス式な 「公教育高等審議会」を学

者 ・教育者 ・有識者で組織 し,文 部省行政の諮問と監督にあた らせる。

各都道府県には各地方選挙制による 「教育委員会」を設け,そ の事務局をおき,こ れを

文部省の出先教育行政機関 としながら地方 自治的教育行政を進める。地方長官や市長の教
.............

育行政権を排除する。以上によって中央集権的な教育行財政を根絶 し,独 立自主的地方 自
　 　

治的な それ とす る。

B.教 育 ・学校財政改革私案大綱

1・ 全学校教育費は,国 費(文 部省学校教育費)と 授業料及び寄付金等で賄 う。国費8,

授業料及び寄付金2,位 の割合で構成 し,後 者の割合を極力縮少す る。

2・ 国費(文 部省学校教育費)は ,現 在の国税な らびに都道府県市民税のいずれもの何部

分かを,一 括 して一般税か ら独立に全国民から徴収した教育税(独 立教育税)に よる。

3・ 授業料は各学校段階に応 じて,合 理的に算定した全国同額の納付 とする。但 し,貧 困

家庭等は程度に応 じて免除あるいは減額する。入学金 ・PTA会 費その他の徴収を行わ

ない。

4・ 寄付金はすべて無税 とし,そ の半額を国の独立教育税中に納入 して全学校教育に均等

配分し,他 の半額は各指定学校の施設設備や研究研修費にあてる。各宗教団体等のもの

も同取扱いとする。

5・ 各都道府県教育委員会は,各 地区内の義務教育 ・高等教育機関の児童 ・生徒 ・学生の

総数及び必要学校数並びに所要教職員数や施設設備等を毎年計上 し,各 学校基準に基づ

く所要経費を算出 して,文 部省 に国費支出を申請する。学校新設要求をも含む。

6・ 国の奨学金等は供与とし,書 類審査のみでな く,希 望者の学業 ・家庭状況等の実態調

査に基づいて決定す る。

7,文 部省は全国の学校教育費支出(extema)に 専念する。

提案理由

国は,全 国民教育を自国のための教育投資観に立ち,自 国の義務 ・責任 ・権利において

実施すべきもの,文 部省は 「私学振興 ・私学への援助」の観念や 「官公私の差別待遇」の

措置を一掃して,「 文教財政の官公私一本化」の観点か ら,一 般財政か ら独立の教育税徴

収を推進 し,こ れを各学校段階等に応 じて 公正な 配分をなすべきである。 過去の制度で

は・国は子弟の最高の保護者として,彼 等のすべてに平等な教育の機会を与えんとして,

彼等子弟を教育する権利を有ち責任をとり,無 償の強制教育を義務づけた。義務(強 制)
　 　 　 　

教育と無償教育とをだきあわせた。 これは誤謬である。本来 「義務教育」とは,国 の側と
　 　 　 　 　

しては 「国が国民教育のすべてにわたり,自 国のたあの教育投資観 に立って,自 国の義務
　 　

・責任 ・権利において全国民に保障 して与える機会均等の教育」であり
,国 民の側 として

コ 　 り 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　

は 「本来 自由なる教育を自主的に責任を もち義務 として権利 として機会均等に受けるべ き

教育」の謂でなければならない。 しか し,こ の自覚 ・認識は全国民に不十分なため,当 分
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の間,い わゆる 「義務e強 制教育」 とするのである。すなわち,義 務的国民教育は国の機

会均等保障教育であり,自 主的な受機会均等権教育であり,非 強制的な有償教育である。

この故に,一 方国家の義務的観点に立 って 「公費支弁」を強めるとともに,他 方教育が本

来私的 なことが らゆえの 「受益者負担義務」 を強め,こ こに 「公私の両教育費支弁の原

則」を至当視するのである。

C.学 校教育制度改革私 案大綱

(A)国 立 学校法人 委託 制度

1,教 育 はすべ て国家の義務 ・責任 にお ける事業 と し,わ が国現時の 国立 ・公立 ・私 立

の全学校 を国立 と しなが ら,国 家か ら各地 区の 「学校法人」 に委託 す る。

2.文 部省 は各地区 の推挙 す る学識 ・経験 ・人格 のす ぐれ た理事長 を中心 とす る学校 法

人 の理 事会 に各学校行政(経 営 ・管理)を 委託 し,理 事 中には,必 ず学校長及 び文部

省 委員を加え,又,理 事5入 以上及 び監事2人 以上 をお く。

3.同 一学校法人 によ る 「同系統 の校種 及 び 同地域 の学校間 の合 併経 営管理」 を認 め

る。

4.学 校経営 は各学校法人 に一一一¢Tし,す べて理事会 の 自主 独創性 に期待 し,教 育研究面

(interna)は 学校 長を[iコ心 とす る教職 員会 の議 決 によ るもの とし,又,生 徒 ・学生 ・

父兄 の希望 ・意見 を尊重 し反 映 させ る。

5.教 職 員はすべて 国家 の公 務 員と し,各 学校種,資 格,経 験年 数,業 績等 によ り客観

的に算定 した給料 を一般 的 に格差 な く支給 され る。但 し,勤 務 量 ・へ き地等 の特 殊事

情 は考慮 され る。

提 案理 由

一・般 に教育 及び学術の進歩 や研 究の発展を期待 す るには ,高 度 な 自由 ・自治が保 障 され

て いなければな らな い ことは既 に学界 の定説 であ る。特 に大学 の如 きは,過 去 のわが国の

国立学校 のよ うな時 の政 治権 力等 の外部 の 「不 当な支配 干渉impropercontrolorundue

interference」 を受 け る危 険を免れね ばな らないが,そ の意 味で学校 は民間 の創 意 ・自由 ・

自主独立性 に基づ いて経 営管理 され る独立 自治の私学 的存在 で ある ことが寧 ろ理 想的で あ

るといえ る。か え って,教 育 事業を民 間(私 学 的な もの)に 委任す ることが,真 に教育 尊

重 の意識(わ れわれ全国民 の教 育 とい う意識),教 育 の 自由 自治,官 尊民 卑の弊風是 正の

⊥ にお いて,更 には産学協 同の実をあ げ民間 の学 問研 究奨励の意欲盛 り上 げの上か らも,

国家財政 ・地 方教育予算 の上 で も,有 効 的 ・能 率的 と見 られ,何 よ りも 「教育 の機 会均等

の原理 の実現上」 「民 主的学校 教育行 財政の確立上」 む しろ妥 当といえ るのであ る。 しか

し,現 実 は民間私立学 校はそ の財政難 のため,か か る理想 ・長所 を発揮 しえていな い。

すべての教育 は,私 事か ら全 国民 の社会権 と して国家が意 を注 ぐべ き事項 とされ る今 日

では,国 公私学 を含め た全公教 育制度は国家 の義務 ・責 任 とすべ き事業 で あり,し か も,

教育を受 け る 利益 は全国民 に公正平等(機 会均 等)に 与 え らるべ きものであ る。 すなわ

ち,憲 法 ・教育基 本法 の精神 に立 って 国公私学 教育の機会均 等の実現を万難 を排 して も推

進 し,国 民 教育 に対す る国の義務 ・責任体制 を明 らか に し,国 家の公共 教育 の保護育成 と

教 育 自主性 の尊重育 成の両立調和 をはか るた め,「 すべ ての学校を国立 としなが ら私学 的

な学校法入 に委 託運 営 させ るべ きだ」 とす るので ある。 国立 と私立 の各採 るべ き面を折衷

して採 り,国 と国民 との各 義務 ・責 任を果す体制 の教育制度試案 と して,「 全国立学校 の
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学校法人委託制度」と 「全学校教育費の一本化制度」並びに 「学校教育の公私両費負担制

度」をとるのである。

(B)学 校制度改革私案大綱

教育の機会均等はまず学校系統によって左右される。

1.学 校系統図(改 革案)

(才)

25

24

23

22

21

20

19

18

17

Z6

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

(満)3

第

段

教

育

第

段

教

育

(義
務
教
育
)

(高

等

教

大

学
(博士課程)

院(修 士課程)

高
等
専

門
学
校
育
)

へ
中

等

教

育

)

大

学

(高等教育入

短 期 大 学

門課程)

第 高 等 学 校

(進路決定期)

期 欝 コー劉 牒 一 ス

第

期

中 学 校

(進路適性指導期)

(初

等

教

育
)

第

期

小 学 校

幼 稚 園
し

八

年

生

高

校

学

校

蕎
等 特

聾

殊

教

(中

等

部
)

(
初

等

部

〉

育

(幼 稚 部)【

皿.改 革学制方針の要項

1、 公教育の理念 を貫徹 し,学 校教育をすべて国 自らの手で設立維持 し,国 家が支持す

るが支配 しないsupPortwithoutcontro1教 育,特 に政治的 ・経済 的 ・宗教的等の権力

を越 えた自由 ・中立的 な公共教育 とす る。

2.教 育 の機会均等(公 正な平等egaliteと 不等diversite)を 保障 し,学 校教育に正 義
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justiceを もた らしめ,国 の手で国民全体の水準を不断に高める教育を企図す ると共

に,能 力に応 じた教育を確立 して,有 能者か ら選抜 され るeliteに 相応 しい教育,遅

進者を見殺さない教育を確保す る。

3.正 義の多様性diversityあ る出来 る限 りの教育施設や 課程を用意 し,各 教育機関間

に適性能力に応 じえる縦横の公道を開き,各 個人の最大限の伸長発達を遂げさせる。

この為には何人 もが,能 力 と希望でどんなにも進遅 しえ,入 学卒業を早め遅 らせ られ

るものとする。

4.共 通一般教育を通 しての人間性の完成をはか り,併 せて,各 人の最適な職業への準

備を企て,し かも余 りに早 くか ら職業分化教育を図らず,十 分な適性能力発見に努

め,能 力 ・努力 ・希望に応 じて,生 徒を選抜す るのみでな く,各 種の学校 ・課程にふ

り分けるdistribution指導 ・奉仕を怠 らない。

5.各 学校における教師側 ・生徒側,と もに自治と責任を堅持 し,接 触不在 に陥 らぬよ

う特に教育教授のみでな く,課 外活動を も活溌な らしめる。

III.具 体的な学校段階上の特徴

① いわゆる義務教育年限を延長 して幼稚園 ・小学校 ・巾学校 ・高等学校までの15年 間

とす ると共に,こ れを第一段教育とし,非 義務的な高等教育を第二段教育とし,両 者

間 に明確な一線を画する。

② 第一一段教育を三期に分け,第 一期の幼児 ・児童教育は共通初等教育を,第 二期は適

性指導期の中学校 とし,生 徒の個性能力を観察 し,将 来の職業選択並びに上級進学に

っいてのorientationを 重視 し,第 三期の高等学校教育を生徒の進路決定期 とし,進 学

(文科,理 科,併 科)courseと 職業(農 ・工 ・商 ・水産 ・家庭 ・商船 ・美術 ・音楽

etc)courseに 二 区分する。(一 般普通courseは 設けない,今 日,高 校生の殆んどが

上 の何れかに進むか らである)

③ 第一・段教育では入学試験を行わず,平 素の成績によ り適性能力を判断 した上,教 員

会議を経て進学決定す る。

④ 第二段教育への入学試験は,各 学校の正純な選抜試験と第一段教育の成績報告書等

による総合判定 とす る。

第二段教育では一年間(高 等教育入門課程)で,進 学者に各分野で必要な共通高等

基礎的教養 ・共通高等経験 ・共通高等基礎訓練を必修 させ,不 適格者 は留年又は排除

とし,あ るいは最終的な進路転向をはからせる。

⑤ 高等教育目的を,「学術の研究教授」 「高いプロフェシ ョナルな職業人の育成」「高

度な一般教養」の三courseと し,各 学校はその特色的目的を明示す る。三年間で学

士資格を得,大 学院で修十並びに博士の資格を獲得する。

⑥ 男女別 ・共学制については,原 則 としては男女共学とし,特 に中学校 ・高等学校段

階及び第二段高等教育段階では,各 学校の特色上別学をも認める。

⑦ 各学校 とも適性能力指導の徹底を期す るにカめ,特 に接触不在に陥らぬよう少定 員

のdassを 設け,各 クラス担任教員を適性的に配置する。

D.諸 法令の適正な改定増補

以上のような教育行政 ・財政制度や学校教育制度は,当 然,諸 法令の改正を伴わねばな

らない。 各法令条項の一部改正を 要す るもの,あ るいは 全面的改定を要す るもの等あろ
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う。

日本国憲法第89条(公 金 ・公財産の支出又は利用)な どは当然削除改定すべ く,又,教

育基本法の第3条 第2項,第4条 第2項,第9条 第2項 等の条文改正,そ の他 学校教育

法,私 立学校法,教 育公務員特例法等々の適宜改正が必要 となる。 他方,産 業教育振興

法,理 科教育振興法,高 等学校定時制教育及び通信教育振興法,へ き地教育振興法等の教

育の機会均等上特徴ある法令は,出 来る限り,部 分的改正に止めて従来以上に生かし適用

すべ きものである。

む す び

度重ねて述べることであるが,私 学 も単なる家庭の私的教育機能の代行機関ではな く,

諸法規に基準 して運営 される以上,国 公立学校 と異 らない社会的公共的教育機関である。

私学に対する公教育の概念を著 しく強めねばならない。

教育の自由の原則か らは両親は子弟の教育を家庭で も十分与え得 られる。 これを国民教

育として公共的な国公私学で国が与えさせ る以上,国 は行政的 ・財政的 ・制度的に機会均

等化す る義務 ・責任がある。今や世界中各国とも義務教育年限の延長と国家的教育費の実

質的膨脹に努め,国 民教育水準の維持向上と教育 目的の達成をはか りつつある。私案のよ

うな制度は,世 界各国でも未だ実施せ られているのをわれわれは寡聞にして知 らない。 し

か し,わ が国 こそ 「教育 の機会均等」 の理想実現上,そ の先鞭をつけるべ きである。 昭

和43年9月8日 の毎 日新聞は,「 美濃部構想"私 立高を都立に"父 兄負担の格差解消へ」

の見出しの下 に,「 高校は義務教育でないか ら,公 私立間の父兄負担の格差解消のために

税金を使って無原則に補助することは疑問であるか ら,都 内の将来存続上疑義ある一部を

除 く全私立高校を都立にすることが正常であ り,中 期計画をたてる。都内の高校進学率は

9割 を越えて事実上義務教育に近 く,し かも都内の約半数の高校生をかかえる私立高校の

多 くが経営難に陥っているか ら」を発表 しているのに,わ れわれは勇気 と助勢をえると共

に,美 濃部構想 に一歩先ん じ更に一歩進んだ 「全国立学校の学校法人委託制度」 と 「全学

校教育費の一本化制度」を提起するのである。

たとえ,か か る革命的学校教育制度が,仏 国のCondorcet教 育計画やLangevin教 育案伽

以上の理想案として,膨 大な資金と年月を要 し,言 下に敢行できないとして も,わ が国教

育行財政のあ り方 としては,「 学校教育は 決して 特定の権力や 真理に 奉仕すべ きではな

く,真 理一般 に中立的に奉仕すべ きものであることを十分認識 し,他 方,国 公私立学校の

何れもの公共性 と自主性をあ くまで も尊重 し,社 会権としての国民教育には国が機会均等

の原理実現を保障すべ きである」 との観点を堅持 し,上 記理想案の方向を万難を排 しても

貫徹 してゆ くよう努力すべきである。

(あ とが き)(提 出期 日にせ まられ,内 容整理 不十分 で規 定紙数 を こえ た こと,又,肝

心 の本 案大綱 の肉付 けは今 後 の研 究 にまたね ばな らぬのを恥 ぢ る)

(43.9.15)
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